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第１ 法人税基本通達関係 

 

１  子会社からの配当及び子会社株式の譲渡を組み合わせた国際的な租税回避への

対応（子会社株式簿価減額特例） 

 

【改正の概要】 

  従前より、親法人が子法人の株式等を取得した後、その取得前に子法人が蓄積し

た留保利益相当部分を配当として非課税（全部又は一部を益金不算入）で受けると

ともに、その配当により時価が下落した子法人の株式等を譲渡することにより、親

法人が実質的に投資の回収を行っている状態であると認められるにもかかわらず、

経済実態を伴わない税務上の損失 を創出させることが可能であ ることが問題視さ

れていた。 

  令和２年度の税制改正において、このような経済実態を伴わない税務上の損失の

計上を防止するために、いわゆる子会社株式簿価減額特例（以下「本特例」という。）

が創設された。本特例では、親法人が一定の支配関係にある子法人から受ける配当

等の額（対象配当等の額）がある場合において、その対象配当等の額とその対象配

当等の額を受ける日の属する事業年度開始の日からその受ける直前までに受けた

他の配当等の額（同一事業年度内配当等の額）との合計額が、これらの配当等の額

に係る各基準時の直前において有するその子法人の株式等の帳簿価額のうち最も

大きいものの 10％相当額を超えるときは、その対象配当等の額に係る基準時の直

前におけるその子法人の株式等の帳簿価額からその対象配当等の額のうち益金の

額に算入されない金額（法人税法施行令第 119 条の３第７項《移動平均法を適用す

る有価証券について評価換え等があった場合の一単位当たりの帳簿価額の算出の

特例》に規定する益金の額に算入されない金額をいい、以下「益金不算入相当額」

という。）を減算した金額を基に、その基準時における一単位当たりの帳簿価額を

計算することとされている（令 119 の３⑦、119 の４①③）。つまり、本特例は、親

法人が有する子法人の株式等の帳簿価額を引き下げ、その子法人の株式等の譲渡に

よる損失が計上されないようにするものである。 

  なお、対象配当等の額と同一事業年度内配当等の額との合計額が 2,000 万円を超

えないこと等の一定の要件を満たす場合には、本特例は適用しないこととされてい

る（令 119 の３⑦各号）。 

  また、親法人が受ける対象配当等の額に係る基準時の属する事業年度の確定申告

書等に法人税申告書別表８⑶を添付すること等の一定の要件を満たすことにより、

本特例の適用による子法人の株式等のその基準時の直前における帳簿価額から減

算する金額は、その対象配当等の額と同一事業年度内配当等の額との合計額のうち

特定支配後増加利益剰余金額超過額に達するまでの金額（益金不算入相当額に限

る。）とすることができることとされている（令 119 の３⑧）。 

  


